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いた．1970年 7月の年次大会で組合本部に経営対策部を設けている 12．この 2ヶ月後に不買運
動が発生したが，同運動に対するＡ社組合の経験は後年の経営参加の基盤になっている．





























10 月 21日，有力メーカー7 社は「現行機種の引き下げはしないが，今後発表する新機種から
現金正価を引き下げる」方針をきめた．
　その翌日(10 月 22 日)，Ａ社社長と消費者５団体との初めての交渉で，Ａ社社長は，現行機






































                                                          
14 半沢，前掲書，78頁，79頁．
15 半沢，前掲書，79頁．
































                                                          
17 Ａ社組合機関紙，1970年 11月 20日号．
18 半沢，前掲書，79頁，80頁． 
19 全日本電機機器労働組合連合会『電機労連運動史第 2巻』，1977年，657頁． 
20 Ａ社労働組合，前掲書，781頁～783頁．
21 東京芝浦電気『東芝百年史』，1977年，153頁．以降価格表示は「標準価格」が一般化した．



































                                                          
23 Ａ社組合の経営参加については，拙稿(未刊)「経営参加の制度化をめぐる労使交渉－ある電機メーカー
における 1970年代後半の事例－」(日本労務学会関西部会，2004年 5月 8日報告)に述べている．





































































                                                          
28 組合時報，1955年 10月 25日号．









































                                                          
31 全国の各労働団体に支援を要請した文書(組合時報，1955年 10月 25日号)．





35 組合時報，1969年 12月 1日号，1971年 3月 5日号．



































                                                          
37 組合時報，1971年 3月 5日号，10月 16日号．

























































































                                                          
40 内閣府国民生活局のコンプライアンス研究会は同報告書(2001年 8月)の中で，内部告発制度は検討に
値すると述べている(内閣府国民生活局消費者規格課「自主行動基準作成の推進とコンプライアンス経営」
『月刊国民生活』2001年 12月号)
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　別表 1　物価対策をめぐる総評の運動方針
1961
年
　①公共料金値上げ反対．②大企業の独占物価値上げ反対(略)を基本的な要求とし
て，広範な国民運動を起こす．
1962
年
　われわれは重税反対・独占物価引き上げ反対の騒然たる国民運動をもりあげ，生
協総連合をつくり，生協活動を活発に行う．
　イ．消費者米価，新聞代，私鉄運賃など公共料金，独占物価値上げ反対．
1963
年
イ　物価騰貴反対の中心を公共料金，独占価格におく．
ロ　重税反対，独占価格引き上げ反対を国民運動にもりあげる．
1964
年
　物価値上げ・重税反対闘争の主な目標は，(イ)独占物価の引き下げ，そのための
公正取引委員会の権限の強化と構成の民主化，また勧告操短などの大企業製品の価
格を保護している行政の廃止．(略)
　物価問題は，われわれが抵抗しないかぎり，政府が主体的に解決して行く可能性
はない．そこで，地域に抵抗勢力をつくり，春闘の時期にかぎられない永続的な運
動をすすめる．
1965
年
　次の課題にむかって積極的に取り組んでいく．
１．減税，物価値上げ反対(略)
1966
年
　物価問題は主婦の立場が最も切実である．(略)
　我々は賃金闘争その他の闘争に主婦も参加してゆくために主婦の会を組織して
きたが，今後も主婦の会のなかから賃上げの声を強め，また物価問題の中心的なプ
レッシャー・グループとして発展させていくよう全体が努力しなければならない．
1967
年
　物価値上げ反対の闘争は，勤労国民の生活を守る幅広い闘いであり，(略)各種の
民主団体と密接な連携と共闘をはかりながら職場，地域で日常闘争を活発に展開し
ていくことが大切である．
1968
年
　相つぐ物価の上昇と重税，インフレ政策は，労働者の実質賃金を切り下げ，勤労
国民の生活を著しく圧迫している．
1969
年
　物価闘争は大企業の独占価格の規制を政府に迫る(略)．
②物価値上げ運動を発展させるためには(略)民主団体との共闘，提携をつよめてあ
らゆる形の大衆行動を発展させなくてはならない．
1970
年
　(3)物価値上げ反対の闘い
　われわれの購入している大企業製品が原価に比べて異常に高い価格であること
が最近明らかにされつつあるここに国民所階層との共闘を強調する所以がある．
(略)
　われわれにとって，当面重要なことは物価値上げの仕組みや独占価格の形成など
を，働く者全体に広げ徹底的に理解させるよう教宣活動を強化することである．
1971
年
　「生活闘争」の対象とする諸課題，すなわち医療，年金，労災，(略)住宅，物価，
減税のたたかいは，今日では個人的，一企業的対応を越えるものである．本質的に
はそれは「社会的」に処理解決すべき性質をもつようになってきている．
　出所：労働省『資料　労働運動史』各年度版．
消費者運動をめぐる企業内労働組合の対応
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　別表２　公害をめぐる総評の運動方針
1965
年
　公害は炭坑災害などのように直接的なものではないが，家族を含めて長期に生命
がむしばまれていくものであり，その実態は，当該工場の労働者が一番良く知って
いるのだから，これを市民に知らせ，結合して，資本家の責任において公害の原因
を排除させなければならない．
　四日市のコンビナートに働く労働者が，他所より少し高い賃金をとるが，そのほ
とんどの子供がゼンソクになるということは本当に企業意識からでた悲劇という
べきだろう．
1966
年
1967
年
　公害は，本来「工害」または「鉱害」とよぶべきもので，この加害者は明確に独
占資本，企業である．
　われわれは，公害に関する政府の無能，無策を追及するとともに，公害の原因を
具体的に調査し，「公害をなくせ」という要求を，周辺の地域住民とともに，組織
し，加害者である企業自治体にむけて具体的に予防措置を行わせていく．………総
評は昨年までの公害闘争をさらに発展させ，………活動家会議などをひらいて実態
の把握と国民世論の高揚につとめるとともに，労働者と労働組合のとりくみ強化を
はかっていく．
1968
年
　「公害」は明らかに独占資本，企業の利潤追求，生産第 1主義の政策によって一
般国民に加えた害であり「工害」ないしは｢鉱害｣というべき性質の災害である．
　「公害」のもととなっている工場，鉱山の労組が積極的に原因の追及と汚染防止
や被害者への保障を要求し，すすんで被害者との共闘に加わらなくてはならない．
1969
年
　われわれは，「公害」に対する企業の加害責任を明らかにし，被災者の生活，医
療，生命等の保障をさせ，「公害」をあくまで防止する闘いを積極的に進める．
　食品公害はカネミ油中毒事件にみられるように有毒，有害食品の販売が公然と行
われていることを示している．………われわれは，生命と健康を守るため，関係団
体と連携し有毒有害食品はもちろんのことインチキ商品の一層のためにたたかう．
1970
年
　(4)公害追放のために
　公害は生活問題の重要な脅威となった．
ヘ．労働者や労働組合が公害防止という点では一致している点を重視し，今秋には
　公害に抗議する全労働者の統一行動を組織し，｢工害撲滅デー｣を全労働者に呼
　びかけ，すべての労働者が自らの職場で，公害発生の総点検活動を行う．
　出所：労働省『資料　労働運動史』各年度版．
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